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年金広報の改善の考え方

既存の広報コンテンツについて、利用状況やユーザーのニーズを踏まえ、
内容を改善するとともに、新たな広報コンテンツを制作する。

より多くの参加者を獲得するために周知方法を工夫する。



令和５年度の年金広報の取組（若年層を対象とした広報）
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令和５年度の年金広報の取組（社会保険適用拡大に関する広報の改善）

現在のホームページやパンフレットは、令和２年改正法の施行前に制作しており、企業活動の活性化などの好事
例や具体的なメリットに関する記事が存在しない。

被保険者や事業主に関する具体的なメリットについてメディアの理解を促すための取り組みが不足している。

全世代型社会保障構築会議 報告書（抜粋）令和４年１２月１６日

♦被用者保険適用拡大の更なる推進に向けた環境整備・広報の充実
今後、被用者保険の更なる適用拡大を実現するためには、新たに対象となる事業主や労働者に対して、被用者保

険の適用に関する正確な情報や、そのメリットについて、分かりやすく説明し、理解を得ながら進めることが極め
て重要である。厚生労働省のみならず、業所管省庁もメンバーとする政府横断的な検討体制を構築し、事業主の理
解を得て円滑に進めるための具体的な方策を検討すべきである。
また、いわゆる「就業調整」の問題に対しては、被用者保険適用に伴う短時間労働者の労働時間の延⾧、基幹従

業員として従事することによる企業活動の活性化などの好事例を、業所管省庁の協力を得て積極的に集約するとと
もに、これらの好事例や具体的なメリットを労働者や事業主が実感できるような広報コンテンツやその活用法につ
いて、広報実務の専門家、雇用の現場に詳しい実務家などの参加も得た上で検討・作成し、業所管省庁の協力も得
て広範かつ継続的な広報・啓発活動を展開するべきである。



令和５年度の年金広報の取組（その他の取り組み）
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令和５年度に重点的に取り組む年金広報のテーマ（障害年金・遺族年金）
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年金制度の意義についての理解を促進するためには、老齢年金だけではなく、障害年金・遺族年金の存在を知ってい
ただくことが効果的であるため、様々なチャネルを用いて伝えていく。


